訴　　　状
２００６年　９月　８日

津地方裁判所　御中

原告の表示

桑名市筒尾３丁目１４番地１１号

小　川　満　美

TEL/FAX  0594-31-6641

被告の表示

桑名市中央町２丁目３７番地

桑　名　市

代表者市長　水谷　元

TEL/FAX 0594-24-1121

桑名市政務調査費返還請求事件

　訴訟物の価格　金１、６００、０００円

　貼用印紙額　　　　　金１３、０００円

  郵券予納　　　　　　　金８、０００円

請求の趣旨

１．被告が政務調査費から支出された金１，７４３，２０４円の返還請求を怠っていることは違法であることを確認する。

２．被告は、桑名市議会会派「緑風・無所属クラブ」構成員の水谷勝一、飯田一美、伊藤昭光、伊藤明、岡村信子、伊藤文一、杉浦繁生、清水教代、佐藤美江に対して、連帯して、金１，７４３，２０４円を支払えと請求せよ。

３．訴訟費用は被告の負担とする。

請求の原因

第１　当事者

1.原告は、桑名市に居住する住民であり、桑名市議会議員である。

2.被告桑名市の代表は市長水谷元である（以下「被告」という）。

3. 水谷勝一、飯田一美、伊藤昭光、伊藤明、岡村信子、伊藤文一、杉浦繁生、清水教代、佐藤美江は、桑名市議会において会派「緑風・無所属クラブ」を構成する議員である。

第２　監査請求

　原告は、平成１８年６月１４日に、政務調査費から「永六輔講演会」の開催経費を支出したという違法な公金支出について、桑名市監査委員に対し、地方自治法第２４２条１項に基づく監査請求を行ったところ、同年８月１１日に桑名市監査委員は、原告に対し、上記監査請求を棄却する旨の通知を行った。

第３　政務調査費からの違法な支出

　１．支出の事実

　(１)　桑名市議会の会派「緑風・無所属クラブ」は、平成１８年１月１６日に会派所属議員９名の氏名を記載した講演会のチラシ４８，５５０枚を新聞折込にて市内に配布した。同日、チラシで予告したとおりに入場整理券を、市役所、各地区市民センター、長島・多度総合庁舎、大山田コミュニティプラザの１１箇所で、希望する市民に配布した。「緑風・無所属クラブ」は、２月１日桑名市民会館にて「あの世の妻へのラブレター」と題して永六輔講演会を開催した。入場無料の講演会には９８３名の市民が参加し、その経費１，７４３，２０４円を政務調査費から支出した。

(２) 　条例規定

地方自治法１００条１３項・１４項の規定に基づき制定された、「桑名市議会政務調査費の交付に関する条例」(以下、「本件条例」という)第１条には、「議員の調査研究に資するため必要な経費の一部として、議会の会派に対し政務調査費を交付する」、第５条には「市政に関する調査研究に資するため必要な経費以外のものに充ててはならない」と規定している。

２．本件支出の違法性

(１)　条例からの著しい逸脱

「あの世の妻へのラブレター」と題した永六輔講演会の講演内容は、良い医者を選ぶための助言などであり、市政に関する調査研究に資する研修会にはあたらない。

本件使途は、本件条例規定の趣旨・目的及び使途基準を著しく逸脱し、違法である。

(２)　単なる政治活動であること

①講演会チラシに所属議員全員の氏名を記載して、平成１８年１月１６日に朝日、中日、毎日、読売の新聞広告に折り込み桑名市全域に４８，５５０枚配布しかつ、講演会の冒頭で所属議員９名が壇上に上がって挨拶をした点は、有権者に対するアピールであり、政治家個人としての政治活動の範疇である。

②その上、市長が同席して激励したとなると、市長が応援していることを会場にいる有権者に印象付ける効果を期待したと考えるのが社会通念である。

③以上、この講演会等の開催趣旨は、同一の会派に所属する自ら及び同僚議員を特別に宣伝もしくは応援するためであることは明白である。

④政治家が有権者に対して自己を表象することは、公職選挙法第２０１条の６第１項「ビラの頒布」「政策の普及宣伝」、「政談演説会」第２０１条１１第１項「政策の普及宣伝」、「候補者の選挙運動のための演説」に規定する政治活動である。

(３)　禁止された寄附行為であること

講演会を無償で市民に提供したことは、参加者１人につき１，７００円の寄附をしたことに相当する。公職選挙法１９９条２「公職の候補者又は公職の候補者になろうとする者は選挙区内にある者に対し、いかなる名義をもってするを問わず、寄附をしてはならない」に違反する寄附行為である。

この種の行為の場合、相応の入場料を徴収ない限りは、禁止された寄附行為に当たることは、総務省が明らかにしている。

(４)　関連行為

　講演会のチラシにデュプロ販売（株）提供と掲載し、一連の行事として電子投票模擬体験を実施している。ところが、機材の借り上げ料や係員の人件費など、デュプロ販売（株）への支払いは無く、無償提供されたものと推測できる。この行為は、デュプロ販売から、当事者への寄附行為にあたる。

また、同年３月２９日付けで、当該事務用品会社からB4用紙（５００枚）１００冊と印刷用インク６本を購入し、合計金額５３，２３５円が代金として支払われている。このことを知る市民は殆どいない。
(５)　まとめ

以上、本件講演会は「市政に関する調査研究に資する」ものにあたらず、単に政治活動である。政務調査費は政治活動には使用できないから本件条例に適合しない違法な支出である。

また、政治家(市議会議員)としての違法な行為に政務調査費を充当することができないのは当然である。

第４　本件訴訟で求めること

(１)　怠る事実の違法確認　(請求の趣旨の１)

本件違法な支出により桑名市に損害が生じているから、被告は関係者に損害賠償請求もしくは賠償命令しなければならない。損害賠償請求権は「財産」に当たるところ、被告が請求権を行使していないことは、被告の「財産の管理を怠る事実」として違法である。
　本件に関して財産の管理を怠る事実の違法があるから、原告は地方自治法第２４２条の２第１項３号に基づき、請求の趣旨の１記載のとおり、違法確認を求めるものである。
(２)　会派所属議員への請求　(請求の趣旨の２)

「緑風・無所属クラブ」が「永六輔講演会」の開催経費を政務調査費から支出したことは、支出の根拠を欠く違法な公金の支出にあたる。しかも、政治家として許されない公職選挙法に違反するという著しい故意・過失がある。よって、同会派を構成する水谷勝一外８名は、連帯して、桑名市に対し上記損害を賠償する義務がある。

原告は、地方自治法第２４２条の２第１項４号に基づき、被告が、水谷勝一外８名に対して、請求の趣旨の２記載の金員の返還を請求し、あるいは損害賠償を命じるよう求めるものである。

第５　本件訴訟の意義　

　近時、政務調査費の使途とありようが有権者の大きな関心を呼び、訴訟の例も増加している。議会によっては、制度を廃止するところすらある。

　桑名市の政務調査費の適正な執行は急務の課題であるから、訴訟に及ぶ。

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　以　上

　《添付書証》

甲第１号証　平成１８年８月１１日付け監査結果通知　(原本あり)　

甲第２号証　新聞折込チラシ　(原本あり)

甲第３号証　新聞報道記事　平成１８年２月３日　朝日新聞　(原本あり)　

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　以　上
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